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次に上述の理論を実際の場合に応用する。まず、第一に基底状態回転バンドの 0+ ， 2 +, 4+ に関与
する、希土類核を対象としての (p ， t) 反応をゼロ・レンジDWBAで解析する。その結果として我々
の予想どおり、標的核と残留核の聞の変形の差異を考慮して始めて実験的に見い出されている、基底
状態間の反応断面積の中性子依存性が再現されることを示す。しかし、 2+ ， 4 + ，励起状態への遷移
の角度分布、またそれらの反応断面積の基底状態反応断面積に対する比は、次の様な効果を考慮しで
も説明出来ないことが判明する。 (1)角運動量射影波動関数、 (2)標的核と残留核の間の変形の差異、 (3)
1 6 重極変形。
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理論の第二の応用として、遷移領域にある原子核での二中性子移行反応、即ち (t， p) , ( p , t) 反応を
通じて核構造に関する新しい情報を引き出すことを試みる。 150Sm (t, p) 日2S m反応、と 152Sm (p, t) 150Sm反














































3) 2+ 励起状態への遷移の角分布および反応断面積の大きさは、 1 段過程の選移では説明出来ず、
多段過程が寄与していることを明らかにした。
4) 4+ 励起状態への遷移の角分布は相互作用の拡りの有限性を考慮してはじめて説明出来ることを
示した。
5) 遷移領域核は形が“共存"していて、その共存状態の波動関数を 2核子移行反応の実験を用い
て決定した。
このように変形核の 2核子移行反応を正しく取り扱う定式化を行うとともに、その理論の適用によ
って重要な情報を得ることが出来た。この研究は原子核構造と反応機構の研究の上で大きな寄与をな
すもので、理学博士の学位論文として十分価値あると認める。
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